
環境配慮型設備投資促進利子補給事業費補助金交付要綱（案）

（通則）

第１条 環境配慮型設備投資促進利子補給事業費補助金（以下「補助金」という。）につい

ては、予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和３０年法律第１７９号）及び同法施行令（昭和３０年政令第２５５号）

の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。

（交付の目的）

第２条 この補助金は、金融機関が行う環境に配慮した事業者（大企業を除く。以下同じ。）

に対する融資制度のうち、地球温暖化対策に係る設備投資の加速化のための融資（以下

「温暖化対策加速化環境配慮型融資」という。）を受ける事業者に対し、必要な経費を助

成することにより、地球温暖化対策のための設備投資を促進し、二酸化炭素の排出削減

を推進する観点から、補助事業者に、温暖化対策加速化環境配慮型融資に係る借入金の

金利負担を安定かつ確実に減免するための環境配慮型設備投資促進利子補給基金（以下

「基金」という。）を造成することを目的とする。

なお、「大企業」とは、以下の資本金基準及び従業員基準を満たす企業とする。

資本金基準 従業員基準（常用雇用者）

大企業 10 億円以上 卸売業 101 人以上

小売業 51 人以上

サービス業 101 人以上

製造業その他 301 人以上

（交付の対象）

第３条 この補助金は、地球温暖化対策のための設備投資を加速化し、二酸化炭素の排出

削減を推進するため、事業者が金融機関から資金の借入れを行った場合にその利息の一

部（２％相当を上限）を助成するため、補助事業者が行う基金の造成に必要な経費を交

付の対象とする。

なお、補助事業者がこの補助金により造成した基金で行う環境配慮型設備投資促進利

子補給金の交付、基金の適正かつ公正な管理・運営、事業者の補給金の適正な執行の管

理及び融資機関の当該融資業務の検証（以下「事業」という。）の内容については、環境

省総合環境政策局長が別に定めるところによるものとする。

（定義）

第４条 この要綱における用語の定義は、次の各号に掲げるとおりとする。

（１）「金融機関」とは、次に掲げるものをいう。



①銀行

②信用金庫及び信用金庫連合会

③労働金庫及び労働金庫連合会

④信用協同組合及び信用協同組合連合会

⑤農業協同組合及び農業協同組合連合会

⑥漁業協同組合及び漁業協同組合連合会

⑦農林中央金庫

⑧株式会社商工組合中央金庫

⑨株式会社日本政策投資銀行

⑩沖縄振興開発金融公庫

（２）「温暖化対策加速化環境配慮型融資」とは、金融機関が行う複数の項目により温暖化

対策を推進する事業者の環境配慮の取組を審査・評価し、その評価結果によって金利を

段階的に変更する融資制度であり、補給金の交付対象として補助事業者が認めたものを

いう。

（交付額の算定方法）

第５条 第３条に規定する経費は、定額とする。

（交付の条件）

第６条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。

（１）事業の内容の変更をする場合には、環境大臣の承認を受けなければならない。

（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、環境大臣の承認を受けなければならない。

（３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速

やかに環境大臣に報告してその指示を受けなければならない。

（４）事業が完了又は廃止した際、基金の残余の額は、国庫に納付しなければならない。

（５）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証

拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保管しておかなければ

ならない。

（申請手続）

第７条 この補助金の交付の申請は、別紙様式１による交付申請書に関係書類を添えて環

境大臣に提出して行うものとする。

（変更申請手続）

第８条 この補助金の交付決定後の事情の変更により、第６条（１）の承認を受ける場合

には、別紙様式２による変更交付申請書を速やかに環境大臣に提出して行うものとする。



（実績報告）

第９条 この補助金の事業実績報告は、補助事業を完了した日（補助事業の中止又は廃止

の承認を受けたときを含む。）から１か月を経過した日又は翌年度４月１０日のいずれか

早い日までに別紙様式３による事業実績報告書に関係書類を添えて環境大臣に提出して

行わなければならない。

（その他）

第１０条 特別な事情により、第７条から前条に定める手続によることができない場合に

は、あらかじめ環境大臣の承認を受けて、その定めるところによるものとする。



（別紙様式１）

番 号

平成 年 月 日

環 境 大 臣 殿

住 所

称号又は名称

代表者氏名 印

平成２２年度 環境配慮型設備投資促進利子補給事業費補助金交付申請書

標記の補助金に係る事業を実施したいので、環境配慮型設備投資促進利子補給事業費補

助金交付要綱(平成２２年 月 日環政経第 号)第７条の規定に基づき、次のとお

り補助金の交付を願いたく、関係書類を添えて申請する。

記

１ 事業の目的及び内容

２ 補助金交付申請額 金 円

３ 事業計画

（１）事業の必要額

（２）（１）の算出根拠

４ 事業完了予定年月日

５ 添付書類

（１）寄附行為

（２）その他参考となる資料



（別紙様式２）

番 号

平成 年 月 日

環 境 大 臣 殿

住 所

称号又は名称

代表者氏名 印

平成２２年度 環境配慮型設備投資促進利子補給事業費補助金交付変更申請書

平成○年○月○日付○号をもって交付決定を受けた標記補助金について、環境配慮型設

備投資促進利子補給事業費補助金交付要綱(平成２２年 月 日環政経第 号)第８

条の規定に基づき、次のとおり交付申請の変更を願いたく、関係書類を添えて申請する。

記

変 更 事 項 変更前 変更後



（別紙様式３）

番 号

平成 年 月 日

環 境 大 臣 殿

住 所

称号又は名称

代表者氏名 印

平成２２年度 環境配慮型設備投資促進利子補給事業費補助金に係る事業実績報告書

平成○年○月○日付け第○号をもって交付決定を受けた標記の補助金に係る事業実績に

ついて、環境配慮型設備投資促進利子補給事業費補助金交付要綱（平成２２年 月 日環

政経第 号）第９条の規定に基づき、次のとおり関係書類を添えて報告

する。

記

１ 国庫補助金精算額 金 円

２ 事業内容

３ 添付書類

基金に係る金融機関の預金残高証明書


